
吉川福祉専門学校

区分

月

・ 入学式 ・ 教職員健康相談 ・ 保健室の整備 ・

・ オリエンテーション ・ 各種保険事務手続 ・ 施設等点検整備

・ 進路相談会 ・ （傷害保険・賠償責任保険） ・ 学校医業務委託（委嘱）

・ 避難（防災・火災）訓練

・ 進路相談会 ・ 学校環境衛生検査 ・ 教職員健康相談 ・ 学校環境衛生検査 ・ 健康診断の事前指導

・ 教職員定期健康診断 ・ 生徒健康状態把握

・ 生徒定期健康診断

・ 進路相談会 ・ 教職員健康相談 ・ ゴミ処理状況点検 ・ 熱中症予防について

・ 学校祭（吉福祭） ・ 便所管理状況点検

・ ＡＯ入試エントリー開始 ・ 雨水の排水溝等点検

・ 就職説明会

・ 定期試験 ・ 教職員健康相談 ・ 夏期大掃除

・ 介護実習Ⅰ－①、③ ・ 介護実習に係る腸内検査 ・ 空調（冷房）設備点検・清掃

・ 進路相談会 ・ 健康診断書発行（介護実習） ・ 樹木害虫駆除

・ 夏期休業中の健康維持管理

・ 介護実習Ⅱ ・ 教職員健康相談 ・ ネズミ、衛生害虫等検査 ・ 避難経路の点検及び確認

・ 夏期休業日

・ 進路相談会

・ ＡＯ・推薦・一般入試開始 ・ 教職員健康相談 ・ 空調（暖房）設備点検・清掃

・ 進路相談会

・ 進路相談会 ・ 学校環境衛生検査 ・ 教職員健康相談 ・ 学校環境衛生検査 ・

・ 感冒予防対策（ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ）

・ 冬期休業日 ・ 教職員健康相談 ・ 年末大掃除

・ 定期試験 ・ 冬期休業中の健康維持管理

・ 進路相談会 ・ 感冒予防対策（ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ）

・ 介護実習に係る検便

・ 介護実習Ⅰ-② ・ 教職員健康相談

・ 進路相談会 ・ 健康診断書発行（介護実習）

・ 感冒予防対策（ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ）

・ 介護実習Ⅰ-② ・ 教職員健康相談 ・ 年度末大掃除 ・ 学校保健の評価と反省

・ 卒業式 ・ 感冒予防対策（ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ） ・ ・ 新年度の学校保健計画立案

・ 進路相談会 ・ 新年度の健康診断準備等

※教職員定期健康診断は、別紙１のとおりとする。

※学校環境衛生検査事項は、別紙５のとおりとする。

学校保健計画についての理
解及び確認

令和４年度・学校保健計画　　【最重要項目：年間を通して新型コロナウイルス感染予防対策に取組む】

対人管理 対物管理
組織活動

健康管理
学校保健関連行事学校行事 保健教育

かぜ・インフルエンザ予防に
ついて

10

2

6

7・8

9

5

机、椅子の高さ及び黒板面の
色彩の検査

11

12・1

3

（給排水・便所・照明・教室・実
習室）

4



別紙１

１　教職員健康診断
（１）　診察・問診（栄養状態、目・耳鼻咽喉・心臓・皮膚疾患等の疾病及び異常の確認）
（２）　視力検査
（３）　聴力検査
（４）　胸部Ｘ線撮影
（５）　身長・体重測定（ＢＭＩ）
（６）　腹囲測定
（７）　尿検査（糖・蛋白）
（８）　心電図検査（安静時１２誘導）
（９）  血圧測定
（10） 血液検査
　　　 ①赤血球数　②白血球数　③ヘモグロビン量　④HDLコレステロール
　　　 ⑤LDLコレステロール　⑥GOT　⑦GPT　⑧γ－GTP
　　　 ⑨空腹時血糖　⑩ペプシノゲン（４０歳以上）

２　非常勤講師健康診断
（１）　診察・問診（栄養状態、目・耳鼻咽喉・心臓・皮膚疾患等の疾病及び異常の確認）
（２）　視力検査
（３）　聴力検査
（４）　胸部Ｘ線撮影
（５）　身長・体重測定（ＢＭＩ）
（６）　腹囲測定
（７）　尿検査（糖・蛋白）
（８）　心電図検査（安静時１２誘導）
（９）  血圧測定
（10） 血液検査
　　　 ①赤血球数　②白血球数　③ヘモグロビン量　④HDLコレステロール
　　　 ⑤LDLコレステロール　⑥GOT　⑦GPT　⑧γ－GTP
　　　 ⑨空腹時血糖　⑩ペプシノゲン（４０歳以上）

３　学生健康診断
（１）　診察・問診（栄養状態、目、耳鼻咽喉・皮膚疾患・心臓等の疾病及び異常の確認）
（２）　視力検査
（３）　聴力検査
（４）　胸部Ｘ線撮影
（５）　身長・体重測定（ＢＭＩ）
（６）　尿検査（糖・蛋白）
（７）　血液検査
　　(ｱ）　貧血検査（赤血球数・白血球・ヘモグロビン量・ヘマトクリット値）　
　　(ｲ）　肝炎ウイルス検査（ＨＢｓ抗原定量・ＨＢｓ抗体定量・ＨＣＶ抗体）



吉川福祉専門学校

区分
月

・ 入学式 ・ 避難（防災・火災）訓練 ・ 防災体制の確立（分担等） ・ 学校環境の安全点検整備 ・ 防災設備・器具について ・
・ オリエンテーション ・ 緊急体制の確立（分担等） ・ 災害時避難経路について
・ 進路相談会 ・ 通学に係る規則の徹底 ・ 実習設備の安全点検について

・ 進路相談会 ・ 授業時の安全確保 ・ 学校環境の安全点検整備
（実習器具<機具>等の点検）

・ 進路相談会 ・ 学校環境の安全点検整備
・ 学校祭（吉福祭） ・ 昇降機保守点検
・ ＡＯ入試エントリー開始 （介護実習棟）
・ 就職説明会 ・ 防災設備の点検整備
・ 定期試験 ・ 介護実習に係る安全確認 ・ 学校環境の安全点検整備 ・
・ 介護実習Ⅰ－①、③ （交通安全の徹底）
・ 進路相談会
・ 介護実習Ⅱ ・ 学校環境の安全点検整備
・ 夏期休業日 ・ 昇降機保守点検
・ 進路相談会 （介護実習棟）
・ ＡＯ・推薦・一般入試開始 ・ 授業時の安全確認の見直し ・ 学校環境の安全点検整備 ・
・ 進路相談会
・ 進路相談K内 ・ 防災・火災対策の見直し ・ 学校環境の安全点検整備 ・ ・ 避難経路の点検及び確認

・ 冬期休業日 ・ 学校環境の安全点検整備
・ 定期試験 ・ 昇降機保守点検
・ 進路相談会 （介護実習棟）
・ 介護実習Ⅰ-② ・ 介護実習に係る安全確認 ・ 学校環境の安全点検整備 ・
・ 進路相談会 （交通安全の徹底）
・ 介護実習Ⅰ-② ・ 介護実習に係る安全確認 ・ 学校環境の安全点検整備 ・ 学校安全の評価と反省
・ 卒業式 （交通安全の徹底） ・ 昇降機保守点検 ・ 新年度の学校安全計画立案
・ 進路相談会 （介護実習棟）

※不審者侵入時対処要領（マニュアル）は、別紙２のとおりとする。
※事故等発生時の緊急体制は、別紙３のとおりとする。
※消防（防災）計画は、別紙４のとおりとする。

2

3

安全教育

実習施設における安全につ
いて

実習設備の安全点検につい
て

実習施設における安全につ
いて7・8

9

11

10

4

12・1

学校安全計画についての理
解及び確認

6

5

災害時における応急処置に
ついて

令和４年度・学校安全計画　　【最重要項目：年間を通して新型コロナウイルス感染予防対策に取組む】

学校行事 学校安全関連行事
安全管理

組織活動
対人管理 対物管理



段階 分担 担当者 主要業務等

□　訪問者の確認（声かけ）

□　退去の要請

□　緊急連絡（応援要請）

□　不審者の隔離

□　警察への緊急通報（110番）

□　教職員への緊急連絡

□　不審者の隔離移動を阻止

□　不審者の暴力行為の抑止

□　埼玉県学事課への緊急連絡

□　生徒等・教職員の避難誘導

□　生徒等・教職員の安全確保

□　生徒等・教職員の安全確認

□　施錠

　　※　状況に応じ、不審者への対応②と並行して実施

□　救急処置

□　医療機関への連絡・搬送

□　全体指揮（校長・事務長）

□　警察との連携

□　埼玉県学事課への報告・連携

□　保護者等対応

・　関係保護者等への連絡

・　関係保護者等への通知文

□　報道対応

・　取材対応、記者会見等

□　再発防止対策検討　

□　学校再開準備

□　スクールカウンセラー等への支援要請

□　ハイリスクな生徒等の把握

□　ケア計画の策定

□　生徒等への心理教育やカウンセリング

□　教職員のケア

別紙２

不審者侵入時対処要領（マニュアル）

発見者
近隣者

不審者への対応①

事
案
発
生

（初動）

校長
事務長

近隣者等
不審者への対応②

教務部主任
学年担当
授業者

安全確保避難誘導

初
期
対
応

校長
教務部主任
学年担当
教務部

心のケアチーム
（設置場所）

相 談 室

学年担当
事務部

救　　　　　　　　 護

校長
教務部主任
学年担当
事務長

危機管理チーム
（設置場所）

校 長 室



指示 指示

報告 報告 （重大な事故等の場合）

保護者等への連絡・対応

県学事課への連絡・対応

通　　　報 警察への連絡・対応

報道機関への対応

その他必要な対応

*事態の確認

*役割分担

*窓口の一本化

*付添者は、校長へ逐次状況報告

急行

〈方針〉
１．生徒等の安全確保と生命維持優先
２．冷静で的確な判断と指示
３．適切な対処と迅速正確な連絡及び通報

事
故
等
対
策
本
部

別紙３

事故等発生時の緊急体制

発見者

事故等発生

・発生した事態や状況の把握

・傷病者の症状の確認（意識、心拍、呼吸、出血等）

・心肺蘇生法などの応急手当（現場で直ちに）

近くの教職員
又は

生徒等

救
助
補
助
・
連
絡
等
急
行

救
助
補
助
・
連
絡
等
急
行

医療機関

・協力要請や指示

*必要と判断したら速やかに119番・110番通報

校長
（事務長）

教務部事務部

救急車の出動要請（119番）
警察の出動要請（110番）

付添　　　　搬送

（必要な場合）

処置

保護者等

県学事課
状況報告

状況報告

（必要な場合）



別紙４

１階 担　当
２階 担　当
１階 担　当
２階 担　当

１階 担　当
２階 担　当
１階 担　当
２階 担　当

１階 担　当
２階 担　当
１階 担　当
２階 担　当

１階 担　当
２階 担　当
１階 担　当
２階 担　当

各
階
通
報
班

各
階
消
火
班

各
階
避
難
誘

各
階
安
全
班

事務部

事務部係長

防災教育訓練担当 教務部

避難対策担当 教務部教務主任

火災予防対策担当

（本計画は、震災対策にも適用するものとする。）
令和４年４月１日作成

１　防火管理組織を次のように定める。

（構成員） （担当業務） （担当部名）

２　自衛消防隊の設置及び組織を次のように定める。

業務内容

理事長 校長
管理

権原者
学科長

校
内
防
火
委
員
会

事務長

消防設備・建築設備担当 事務部

防災等指揮班  ・自衛消防隊の全般の指揮および火災の推移に応じ
て各種情報を収集して、隊長の判断を補佐する。また
非常放送等を通じて全館に必要な指示を行う。

班長 学科長
担当 教務主任

業務内容
防災等通報連絡班 ・「119」の通報およびその確認ならびに指示。 部外・

部内関係先への必要事項の通報、連絡、火災情報の
収集等にあたる。

班長 事務部係長
担当 事務部

自
衛
消
防
隊
長

校
長

業務内容
・「119」の通報およびその確認ならびに指示。 部外・
部内関係先への必要事項の通報、連絡、火災情報の
収集等にあたる。達するとともに、他の班に対する連
絡、支援等を必要に応じ行う｡

本校舎

介護棟
副
隊
長

事
務
長

業務内容

 ・消火器を火災状況に応じて、積極的に使用して初期
消火を行うとともに消防隊の消火作業に協力する｡

本校舎

介護棟

介護棟

各
班
指
揮
者

先
任
責
任
者

業務内容
・火災を覚知すれば、躊躇することなく直ちにその状況
に応じて最適避難経路を判断し、 笛の使用や大声を
出すなどして、リーダーシップを発揮し、安全な場所に
誘導する｡

本校舎

介護棟

業務内容

 ・電気、ガス、危険物施設、火気使用設備、空調・排
煙各設備等の安全措置、防火区画、 たて穴区画等の
防火戸の閉鎖等の措置を行う。

本校舎

　  吉川福祉専門学校　消防計画
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・設置場所　　　　　　　

・設置場所　　　　　　　

別紙記載

３　消防用設備等の責任者を次のように定める

消火器
自動火災報知設備

各階設置数 担当

本校舎
１階 3 教務部

介護棟
１階 2 教務部

本校舎
・受信機設置場所　　　　　　　

２階 1 教務部
１階の事務受付
担当：教務部

放送設備

介護棟
・受信機設置場所　　　　　　　

２階 2 教務部
２階の教務室
担当：教務部

本校舎 １階の事務受付
担当：教務部

２階の教務室
担当：教務部

介護棟

・火災発見者等は校内電話を利用して直接「１１９」通報する。（プーという発
信音を確認してからダイヤルする）

・火災が発生したことを通報する｡
・初期消火可能（不可能）であることを通報す
る｡
・応援が必要（不要）であることを通報する｡
・避難開始が必要（不要）であることを通報す
る｡
・消火した場合は直ちに報告する｡

・火災発見者等は内線電話で指揮班（校長室、教職員室等）に連絡する｡

・自動火災報知設備受信機により火災覚知した場合、または火災発見者等か
ら連絡を受けた場合、事務職員（担当）は「１１９」通報するとともに現場を確認
し、状況により鳴動および非常放送をする。 指揮班　→　消防隊

４　通報連絡方法は次のとおりとする

出火場所　→　「１１９」 出火場所　→　指揮班

初期消火活動 消防隊支援活動

・火を見ても慌てず落ち着いて行動する。
・消火器を使用する。（使用は天井着火までとし、いつまでも消
火器に執着しない）
・周囲の状況に注意し退路を考え、深追いしないこととする。

・消防隊が現場到着した場合には、火災、延焼状況を通報
する。
・放水作業等の交替を円滑に行う。
・交替時は消防隊の要請により消防隊の消火作業を支援す
る。
・安全班は電気、ガス施設、空調、などの安全措置を行う。
・安全班は防火戸等の閉鎖の措置を行う。
・消防車両進入障害物を除去し消防車両を誘導する。
・消防隊員を火災現場に誘導する。

・通報内容は、「火事です｡所在地は吉川市保1-23-14です。近くにスー
パー・ライフがあります。」「○○の○階の○○部分が少し（大きく）燃えていま
す｡」「現在のところ逃げ遅れはない（ある）模様です｡」「誘導員が学校前道路
に待機しています｡」等とする｡

・出火場所の説明ならびに誘導をする｡
・延焼状況の概要報告をする。
・在校者（在棟者）の避難状況、要避難者の有
無等を報告する。
・建物状況の報告をする。
・電気、ガス施設の状況を報告する｡・非常通報装置（ワンタッチ式）を使用する｡

５　消防活動を行う際の遵守事項

６　避難計画は次のとおりとする
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・非常ベルが鳴ったら避難に備
え避難準備態勢をとる。
・大声で皆に知らせる｡
・責任者はリーダーシップを発揮
して的確に避難行動を指示する｡
・必要に応じて、タオル・マスク等
を使用する｡
・いたずらに騒ぎたて、無秩序な
行動にならないようにする。
・地震発生のときは、必ず教職員
が必要な指示を行う。

・各階の避難誘導班の責任者は、当該
場所における最適避難方法を決定す
る｡
・避難順序は、
①横方向への避難
（廊下の利用）
②下方向への避難
（屋外階段、屋内階段等の利用）
・避難器具は最終的な方法とする。
・避難場所は予め定められた場所とす
る。

・火災の全体状況の把握につとめる｡
・機会を失せず非常放送等により火災状況を
説明するとともに、避難方向を指示する｡
・パニック現象を考え、放送内容等については
平素から十分に留意しておくこととする。
・消防隊との密接な連絡を保つこととする｡
・安全班に空調停止等の指示をする。
・安全班に空調停止等の指示をする。
・要救助者の有無の確認をする｡

8　避難・通報の消火訓練計画は次のとおりとする

７　避難及び非難誘導上の遵守事項

避難の開始 避難の方法 指揮班の避難誘導および指揮

避難訓練（震災対策を含む） 通報訓練 消火訓練

・避難訓練の内容は震災対策を
含め次のとおりとする。
○非常ベル鳴動時の避難準備
訓練
○校内放送による避難誘導訓練
○各々の場所における最適避難
誘導訓練
○責任者、指揮班の指示・命令
訓練
○安全班における防火戸等閉鎖
訓練
○各部署ごとに訓練に応じた目
標を設定して行い、各人がその
任務について熟練するようつとめ
る。

・通報訓練の内容は次のとおりとする。
○自動火災報知設備受信機による火災
覚知訓練
○放送設備による館内放送訓練
○校内電話により、「119」し必要な情報
を伝える「119」通報訓練
○出火場所および各班から指揮班へ連
絡する訓練
○指揮班から各班および消防隊へ情報
伝達する訓練

・消火訓練の内容は次のとおりとする。
○消火器訓練
○火気使用設備の使用停止訓練

・法令に定めるところにより、避難通路等の確保については次のとおり行う。
○階段、廊下、通路等の避難経路には物品を置かない。
○避難誘導等に支障を生ぜしめないよう適正な定員確保に努める。
○屋外階段、避難階での非常口は鍵をかけない。
○屋外階段、避難階での非常口の鍵は、非常錠とする。
○避難の経路となる部分および消火器、自動火災報知設備受信機、放送設備操作部等の周辺は常に整理・整頓し、使用を妨
げる物品等を置かず、避難および消火活動の支障にならないようにする。

１１　平日における教職員の退勤後から出勤までの間・休日の防火管理体制は次のように定める

・平日における教職員の退勤後から出勤までの間及び休日の非常時対応と
して
防火責任者（事務長）を緊急連絡先とする。
また、防火管理者と連絡が取れない場合は、校長の連絡先とする。

委託警備

委託の範囲
・平日における教職員の退勤後から出勤まで
の間と休日の火災通報及び防犯監視と通報
（消防・警察）

9　訓練実施上の遵守事項

・避難・通報・消火訓練を年１回実施する。
・訓練実施時は予め消防署へ通報する。
・訓練内容は出来るだけ写真等で記録し、次回の訓練等の参考にする。

実施日
毎年４月（１日間）

１０　避難通路は次のように確保する
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１４　ガス漏れ事故対策を次のように定める

・ガス漏れ事故対策は、ガス防災管理者（防火管理者）の指示
の下に行う。
・平素から、ガス器具、ホース、各コックの老朽、破損　等の点検
整備をし、不適当使用は厳に禁止する。
・ガス器機使用後は必ず閉栓したことを確認点検する。
・ガス漏れ時は付近のガスコックを閉鎖し、火気厳禁とするととも
に次により遅滞なく「119」等にガス漏れ（爆発）状況を詳細に通
報する。
・通報内容は「吉川福祉専門学校でガス漏れがしています。（ガ
ス爆発がありました。）所在は吉川市保1-23-14です。ガス漏れ
（爆発）は介護実習棟の○階です。
・棟内への避難通報は混乱を引き起こさせぬよう十分考慮する
とともに、ガス漏れの規模範囲等に応じて最小限の応急措置要
員を残し避難誘導を行う。

・緊急時には、二次災害に十分考慮を払い必要に応じ時機
を失せずガス供給遮断弁を閉鎖する。
・棟内通報の内容はおおむね次のこととする。
○ガス漏れ事故発生場所とその概要
○火気使用禁止の指示とその範囲
○避難誘導およびその指示等・消防隊およびガス供給事
業者の到着時、実施措置内容、事故概要等の情報を報告
するとともに、必要な指示を受け協力する。

１５　消防設備等の点検計画は次のように定める

１２　無人時の対策は次のとおりとする

・平日における教職員の退勤後から出勤までの間及び休日の非常時対応として
防火責任者（事務長代理）を緊急連絡先とする。
また、防火管理者と連絡が取れない場合は、校長の連絡先とする。

１３　工事中の防火管理を次のように定める

・増改築、大規模な修繕、模様替等の工事をする場合、事前に消防署に相談する。
・使用部分と工事施工部分（元請負人）との間で協議し、共同して防火管理計画を定める。
・上記工事中おける防火管理計画の内容は、次の事項とする。
○工事部分の自衛消防組織に関すること
○工事部分の消火、通報、非難に関すること
○工事部分における溶接器・バーナー等の火気使用設備器具、引火性物品、危険物品、喫煙、
その他の火気管理に関すること
○工事作業員の監督および防災教育に関すること
○使用部分と工事部分との緊急時の連絡方法に関すること
○使用部分と工事部分との区画方法に関すること
○使用部分の避難に関すること
○その他必要な事項

１６　火気管理は次のように行う

・各室ごとに火元責任者を定め火気管理を行わせる。
・異常気象時については、特に火気の使用を制限、禁止する。
・火気使用器具の取扱いについては、市町村条例の定めるところによる。

・毎年、消防用設備等の法定点検（6ヶ月ごとに外観点検および
機能点検、1年ごとに総合点検）を実施するとともに適正な維持
管理を図る。
・その点検結果を毎年消防署へ報告する。
・その点検結果を3年に1度消防署へ報告する。
・上記の法定点検は委託で行い、委託先は右のとおりである。
・法定点検のほか毎月点検を行う。

設備名 委託事業者名

消防用設備 中央理化工業(株)
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・震災対策を含む消防計画の内容および各教職員者の任務等を新教職員、教職員（自衛消防隊員）および各担当者に教育指
導し、その徹底を図る。

１７　地震対策措置は次のとおりとする

地震予知情報または警戒宣言が発せられた場合等の震災対策措置

２１　特記事項

１９　防災管理台帳の作成上の遵守事項

・防火管理台帳に「防火管理者選任（解任）届出書」、「消防計画」、「条例による届出施設一覧表」、「防火管理記録」および「査
察結果通告書」、「毎月点検結果」などその他の必要な図書を編冊し保存するとともに、必要な記録を行う。
・消防法令により必要とされる「消防用設備等点検結果報告書」等の各種届出を消防署に届け出るとともに副本を保存する。

２０　校内防火規則等の作成上の遵守事項

・本消防計画を実施するため、その周知徹底を図ることにより、火災予防ならびに人命安全確保に努める。
・本消防計画を常に見直し、当該防火対象物の実態に合致した内容になるよう管理権原者はじめ防火管理関係者は努力しな
ければならない。

・自衛消防隊長は直ちに自衛消防隊を編成し、地震発生に備
えるとともに、関係各部署に対し必要な指示・命令をする。
・通報連絡班は地震情報の入手・収集につとめ、必要に応じて
関係各部署に連絡・伝達を行う｡
・指揮班は自衛消防隊長と協議のうえ、在校（棟）者等を直ちに
避難させるかどうかを決定する｡
・避難させる場合には各階通報班に連絡し、パニック等の異常
事態を惹起しないよう具体的な避難方法を指示する｡
・直ちに避難させる必要がない場合には、非常放送等により地
震情報を具体的に在校（棟）者等に広報する｡
・各階避難誘導班は落下物、器物倒壊等により通行障害になら
ないような避難経路を選定しかつ確保する｡
・各階消火班は消火器の点検を行う｡
・各階消火班、安全班は校（棟）内の火気使用設備の使用の中
止または制限を行うとともに、その転倒落下防止等の措置を行
う｡
・安全班は校（棟）内外の落下・転倒・崩落等のおそれのある物
品（看板・積荷・外壁・窓ガラス・器具什器・ロッカー等）の点検な
らびに固縛、補強等の措置を行う｡

・安全班は非常用資機材ならびに医療品等の点検、整備を
行う｡
・各階消火班、安全班は各担当部署ごとに、地震時に火気
使用設備の使用停止措置を行う｡その際の担当範囲は出
来る限り小範囲とする。
・安全班は空調機等は保安上必要なもの以外は直ちに停
止する｡
・地震時または揺れのおさまった後、在校（棟）者が屋外に
一斉に避難しようとするときは、直ちに大声で制止するなど
の措置を講ずる｡
・地震後、直ちに関係各部署から被害報告を求め、必要な
措置を講ずる｡
・地震後、在校者を屋外に避難させる必要があるときは、自
衛消防隊長の指示により開始し、避難先等を明瞭にすると
ともに避難人員等を把握する｡
・以上のほか、細部事項については各地方公共団体の作
成する地域防災計画の趣旨に則る。

１８　防災教育は次のように実施する

10/11



別紙５

学校環境衛生検査

Ｎｏ． 調査項目 測定項目 数量 備考

1 照度 照度
年２回

前期・後期
６月、１２月実施

2 まぶしさ まぶしさ
年２回

前期・後期
６月、１２月実施

3 騒音レベル 等価騒音レベル
年２回

前期・後期
６月、１２月実施

4 揮発性有機化合物
ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、スチレン
パラジクロロベンゼン、エチルベンゼン

年１回
前期

６月実施

5 空気環境
温度、相対湿度、二酸化炭素（換気）、
気流、一酸化炭素、浮遊粉じん

年２回
前期・後期

６月、１２月実施

6 ダニ又はダニアレルゲン ダニアレルゲン
年１回
前期

６月実施

測定方法：学校保健法に基づく（昭和33年法律第56号）


